
第3号議案

        　    国分寺台地区行動計画（2023年度～2026年度）　　

基本目標１　「地域の誰もが互いに支え合うコミュニティづくり」

１－1　地域・福祉を知る機会の充実（福祉意識の醸成）

事業名 事業内容 到達目標 今年度の計画

広報誌発行事業

　住民が地域活動を身近に感じ、知り、また、担い
手の確保に繋げるため、広報誌に加えて、SNS等を活
用したタイムリーな情報発信を行う。

①広報誌の発行を年３回以上。
②SNSアカウントを開設し、適宜情報発
信を行う。

①広報誌の発行は年4回、適宜チラシを
発行して活動の周知を図る。
②SNS広報媒体の検討・開設準備

　歳末助け合い運動の一環として、歳末の時期に地
域で実施する福祉活動の財源確保のため、住民に対
して運動に関する趣旨の理解を図りながら、募金協
力の呼びかけを行う。また、募金への協力が気軽な
福祉活動の参画に繋がる等のPRを通じ、住民等への
福祉意識の醸成に努める。

歳末助け合い運動の継続 地域福祉支援事業(地域交流事業)など
の場を活用して歳末助け合い運動の実
施

　歳末の時期に特化して住民同士の交流活動等を実
施し、住民の生活課題やニーズの把握と、その後の
継続的な地域福祉活動の発展・強化に繋げる。

継続的な地域福祉活動の発展と個別支
援型事業への移行

地域内での生活困窮世帯やひとり親家
庭、８０５０問題を抱える家庭などの
状況を把握できるような活動を実施

　市社協の食糧支援事業（フードネットワーク）へ
の食料品の寄付等への協力を通じて、「困った時は
お互いさま」の福祉意識の醸成を図る。また、関連
団体と連携しながら、地域で必要な世帯等へ配布で
きる支援体制の構築に努める。

①制服リユース活動の通年実施
②フードパントリーを毎年開催

日常生活支援事業２
①制服リユース活動の通年実施
②食料品の配布体制の検討

2023年度事業計画（案）

歳末助け合い事業

地域福祉支援事業

生活困窮者
支援活動の推進

基本理念： ともに支え合い ともに明るい未来を育むまち 国分寺台



１－２　人と人との触れ合いを育む場の推進（福祉意識の醸成）

事業名 事業内容 到達目標 今年度の計画

　年齢や高齢者・障がい者・子育て等の分野・属性
に関係なく、全ての地域住民を対象に、ふれあいを
通じた仲間づくりや活躍の場を提供し、共に支え合
う福祉意識の醸成を高める。

①茶話会を３小学校区全てに開設。
②現行サロン事業からの移行完了
③会場の拡充

共生型サロン事業への移行を完了させ
るため、３分野に分けて推進。
①茶話会：25名/回,月2回,2会場
②ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ：ｽﾎﾟｰﾂ等,30名/回,年2回
③子育て：人形劇開催、
    スタッフ研修 50名/回,年3回

　食事の提供や学習の支援、様々な人とのかかわり
を通じて、子どもたちが自分らしく安心して過ごす
ことのできる場（子どもの居場所）を提供する。

地区内の全小学校区に開催会場を設置
する

地域内での設置の調査・開設準備およ
び１小学校区での試行開始。

　独居や共働き家庭の増加に伴い、食事を一人で摂
る高齢者や子供が増える中、偏食や孤食による心身
の疾病予防と地域での異年齢交流の場を提供する。

地区内の全小学校区に開催会場設置 台小区：地域食堂 25名/回,月2回
東小区：既設子ども食堂のフォロー
西小区：設置の調査・検討準備

１－３　小地域福祉活動の推進

事業名 事業内容 到達目標 今年度の計画

　３圏域の小域福祉ネットワークに対し、地域福祉
活動の活性化に向けた支援（財政支援・広報等）に
努める。

現行活動の継続 ①運営助成金の継続と共生型サロン運
営費の補助加算の継続
②地区社協だよりでの活動紹介継続

基本目標２　「地域の繋がりを豊かにするための仕組みづくり」

２－１　寄り添い支えていく体制の強化（地域で孤立させない取組の強化）

事業名 事業内容 到達目標 今年度の計画

　地区社協の相談窓口に加え、課題を抱える住民の
孤立を防ぐため、地域で活動する関係団体の取り組
みと連携し、早期の発見や適切な支援に繋ぎ、その
後の生活を見守る地区全体の相談体制の構築と推進
を図る。また、必要に応じて専門機関や地域福祉関
係者とケース会議を開催し、支援の検討を行う。

①地域の関係団体と協働した困りごと
ニーズキャッチ力の強化
②ケース会議を通じた支援力の向上

①研修会・ケース会議の実施継続
②事業内容の周知・理解促進

共生型サロン事業
（いきいき、はつら
つ、子育てサロンの発
展・強化）

地域食堂事業

総合相談支援事業

子どもの居場所づくり
事業

小域福祉ネットワーク
連携事業（運営支援）



事業名 事業内容 到達目標 今年度の計画

　既存制度では対応が困難な狭間のニーズを持った
住民を対象に、社会との繋がりを支援する場を整備
するとともに、対象者一人ひとりに合った社会参加
の機会を提供する。

①本格実施
②総合相談支援事業・地域食堂事業と
の連携体制の構築

①参加支援の場の検討
②場の確保
③試行実施

　認知症や知的障がい、精神障がいなどにより判断
能力が十分でなくなっても、住み慣れた地域で安心
して自分らしく暮らし続けることが出来るよう、総
合相談支援事業と絡めた、切れ目のない権利擁護体
制の構築に取り組む。

①総合相談支援事業との連携体制の構
築

①権利擁護の理解促進
②総合相談支援事業の研修会活用

　一人暮らしの高齢者などを安心訪問員が定期的に
訪問し、安否確認及び声掛けを行う。また、見守り
が必要な人が支援に繋がる体制づくりと、活動を通
じて把握した生活課題等へ対応するため、訪問員研
修の充実や相談支援事業等との連携体制の構築を図
る。

地区内全ての小学校区で安心生活見守
り支援事業の実施

①地区社協としての検討・準備
②小域福祉ネットワークとの連携

２－２ 生活を支えるための体制強化（地域で孤立させない取組の強化）

事業名 事業内容 到達目標 今年度の計画

　高齢者支援に関わる関係団体及び専門機関等が関
わる個別ケースから、第2層生活支援コーディネー
ターと連携し、課題や支援ニーズの把握、生活支援
サービス等へのマッチングや、サービス創出の検
討、それに伴う地域の多様な活動主体との調整を行
う。

現在の取り組みの継続 第2層協議体会議の継続開催

　公的制度や民間サービスで補えない住民の日常生
活上の生活課題を解決する為に、住民相互による支
え合い・助け合いの活動の推進を図る。

支援者・支援メニューの充実 ①住民ニーズの把握：町会長アンケー
トの実施
②活動の実施・周知・理解促進

参加支援の場づくり事
業

見守り事業
（安心生活見守り支援
事業）

権利擁護事業

高齢者地域
支え合い事業
（第2層協議体推進）

日常生活支援事業



２－３ 地域福祉力の向上

事業名 事業内容 到達目標 今年度の計画

　地域共生社会づくりを着実に進めるため、定期的
に開催する地区行動計画推進委員会を通じ、地域の
多様な主体との連携・強化を図り、取り組みの具現
化に努める。

中期行動計画の達成 地区行動計画推進委員会を通じて
①ＰＤＣＡに沿った進行管理の実施
②全体の整合性に配慮した事業の業績
と成果の検証。

　高齢者分野の法人から、障がい者・児童分野の法
人へ段階的にアプローチを行い、地区行動計画推進
委員会や第2層協議体への参画に繋げ、法人の持つノ
ウハウや専門性を活用しながら、地域生活課題の解
決に向けた協働活動の検討や取り組みの具現化を図
る。

地域課題の解決に向けた協働活動の具
現化

①高齢者分野法人の事業参画推進

　小域福祉ネットワークと地区社協とが、地域福祉
の活動状況の方向性等を共有し、目指す取り組み
や、その実現に向けて連携・協働体制を構築するた
め、定期的な意見交換を実施する。

取組の継続 ①地域の小域福祉ネットワーク連絡会
の開催　年2回

基本目標３　「地域で安心して幸せに暮らすための基盤づくり」

３－１ 地域で活躍する人材の育成

事業名 事業内容 到達目標 今年度の計画

　地域住民を対象に、福祉や地域についての理解・
関心を深めるとともに、地域づくりへの参画のきっ
かけとなることを目的とした、福祉についての学び
の機会を提供する。

①人材育成講座を年1回以上開催
②参加者へ活躍出来る場の提供

①ボランティア養成講座開催
②ボランティア活動に関する手法検
討・準備

　災害時に活躍できる人材の養成・確保や、日常生
活支援活動に関わる人材の確保を目的に、活動に必
要な知識や技術の習得を図るための勉強会等を開催
する。

活動に必要な知識や技術の習得を図る
ための勉強会等を開催

①今後の事業推進方法の検討・準備
②市社協開催の研修等の活用

　関係者を対象に、地域福祉推進の中核となる人材
の育成等に取り組み、より一層の地域福祉活動の向
上・推進を図る。

地域福祉推進の中核となる人材の育成
等に取り組む活動の継続。

①様々な研修会を通じて人材の育成を
推進する。

ボランティアデビュー
事業

社会福祉法人との
連携づくり事業

小域福祉ネットワーク
連携事業（連絡会議）

災害・生活支援活動
等の担い手養成事業

地域福祉研修会事業

地区行動計画推進
事業



３－２ 災害対応力の体制構築

事業名 事業内容 到達目標 今年度の計画

　災害ボランティア活動に携わる活動者の確保に向
け、住民向けの勉強会等の開催や、関連団体や広く
住民に呼びかけた市社協主催の講座や訓練へ積極的
に参加し、意識啓発やスキルの習得に努める。ま
た、甚大な被害が発生した際に設置が想定される市
社協の災害ボランティアセンターやサテライト災害
ボランティアセンター、福祉避難所への協力体制の
構築を図る。

災害時に備えた災害ボランティアセン
ターとの連携 サテライト災害ボラン
ティアセンター及び福祉避難所との協
力体制の構築

①地区中学校でのHUG訓練の継続
②HUG訓練への地域住民参加の推進
　※HUGとは避難所運営ゲーム
③各種課題の検討・準備

　災害時に備え、自主防災組織等との連携体制構築
に向けた検討を図る。

一般避難所におけるHUG・DIGの複数回
実施と参加者の増大の拡大

一般避難所におけるHUG・DIGの複数回
実施と参加者の拡大
　※DIGとは災害図上訓練

３－３ 安心・安全な地域づくりの推進

事業名 事業内容 到達目標 今年度の計画

　児童を対象に実践的な講座を開催し、子ども自身
の危機回避能力を高めるとともに、地域・家庭での
防犯意識の向上を目指す。

児童対象に実践的講座の開催継続 子ども防犯事業として、児童を対象に
各小学校を会場に、実践的な講座を開
催。

　安心安全な地域づくりに向けて、地域の各団体が
実施する防犯活動との連携方法の在り方を検討す
る。

地域の各団体が実施する防犯活動との
連携強化

地域の各団体が実施する防犯活動との
連携強化（調査・検討・実施）

体験型安全教室の
推進事業

地域防犯活動との
連携事業

災害ボランティア事業

災害時に備えた地域
連携体制の構築事業


